
直轄事業等（平成２２年度補正予算（第１号）　ゼロ国債）

　農業農村整備事業 （単位：百万円）

1 新潟県 国営かんがい排水事業 柏崎周辺（二期） 28,000         

ダム 2ヶ所
頭首工 2ヶ所
導水路 L=5.7km
用水路 L=2.4km

1.00 300              

2 新潟県 国営かんがい排水事業 新川流域 33,000         排水機場 2ヶ所 1.02 120              

3 新潟県 国営かんがい排水事業 佐渡（一期） 53,892         ダム 2ヶ所 1.08 702              

（注）

２．「当該補正予算の事業費」は、平成22年度の国庫債務負担行為限度額を示す。

１．「全体事業費」及び「当該補正予算の事業費」は、単位未満を四捨五入している。

費用対効果
(B/C)等

当該補正予算
の事業費

前年度の公表内容から変
更がある継続事業の場合

の変更理由及び内容
番号

実施
都道府県名

事業名 地区名 全体事業費 主要工事計画
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直轄事業等（平成２２年度補正予算（第１号）　ゼロ国債）

　林野公共事業 （単位：百万円）

4 新潟県 直轄地すべり防止事業 頸城地区 21,519 集水井工 224基、渓間工 268基 2.37 54               

5 新潟県 直轄地すべり防止事業 中越地区 16,222
集水井工 27基、山腹工 21ha、
渓間工 48基

2.52 276             

（注）

２．「当該補正予算の事業費」は、平成22年度の国庫債務負担行為限度額を示す。

費用対効果
(B/C)等

当該補正予算
の事業費

前年度の公表内容から変
更がある継続事業の場合

の変更理由及び内容

１．「全体事業費」及び「当該補正予算の事業費」は、単位未満を四捨五入している。

番号
実施

都道府県名
事業名 地区名 全体事業費 主要工事計画
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補助事業（平成２２年度補正予算（第１号）　ゼロ国債）

　林野公共事業 （単位：百万円）

1 新潟県 村上市 復旧治山事業 関口 115 － 30

2 新潟県 村上市
水源流域広域保全事
業

高根 350 － 36

3 新潟県 阿賀町 復旧治山事業 豊実 134 － 24

4 新潟県 三条市 地すべり防止事業 吉野屋 270 － 60

5 新潟県 出雲崎町 地すべり防止事業 常楽寺 324 － 60

6 新潟県 十日町市 地すべり防止事業 浦田（小屋場） 219 － 43

7 新潟県 津南町 地すべり防止事業 大赤沢 194 － 35

8 新潟県 上越市 復旧治山事業 吉川区直海 166 － 53

9 新潟県 上越市 地すべり防止事業 板倉区機織 189 － 35

10 新潟県 上越市 地すべり防止事業
名立区東飛山
（名角）

488 － 80

番号
実施

都道府県名
事業名 地区名 全体事業費

費用対効果
(B/C)等

当該補正予算
の事業費

前年度の公表内容から変更
がある継続事業の場合の変

更理由及び内容
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　林野公共事業 （単位：百万円）

番号
実施

都道府県名
事業名 地区名 全体事業費

費用対効果
(B/C)等

当該補正予算
の事業費

前年度の公表内容から変更
がある継続事業の場合の変

更理由及び内容

11 新潟県 上越市 地すべり防止事業 牧区片町 430 － 35

12 新潟県 上越市 地すべり防止事業 牧区上牧 830 － 45

13 新潟県 上越市 地すべり防止事業
安塚区安塚（鳶ヶ
尾）

157 － 30

14 新潟県 糸魚川市 地すべり防止事業 桂 117 － 40

15 新潟県 糸魚川市 地すべり防止事業 田中 290 － 40

16 新潟県 糸魚川市 地すべり防止事業 小滝 463 － 40

（注）

２．「当該補正予算の事業費」は、平成22年度の国庫債務負担行為限度額を示す。

１．「全体事業費」及び「当該補正予算の事業費」は、単位未満を四捨五入している。
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補助事業（平成２２年度補正予算（第１号）　ゼロ国債）

　水産基盤整備事業 （単位：百万円）

17 新潟県 村上市
地域水産物供給基盤
整備事業

寝屋 2,817 1.24 55

18 新潟県 糸魚川市 広域漁港整備事業 能生 4,255 1.24 90

19 新潟県 村上市 広域漁場整備事業 県北 760 1.38 58

20 新潟県 佐渡市
地域水産物供給基盤
整備事業

水津 5,444 1.29 67

（注）

２．「当該補正予算の事業費」は、平成22年度の国庫債務負担行為限度額を示す。

番号
実施

都道府県名
事業名 地区名 全体事業費

費用対効果
(B/C)等

当該補正予算
の事業費

前年度の公表内容から変更
がある継続事業の場合の変

更理由及び内容

１．「全体事業費」及び「当該補正予算の事業費」は、単位未満を四捨五入している。
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